




● 申 請 時 等 に 必 要 な 書 類 

添付書類 一
般 

大
都
市
一
般 

共
同
・
協
調 

大
都
市
共
同 

除
却 

三
世
代 

仮
住
居 

動
産
移
転 

備考 

（
第
８
条
関
係
） 

承
認
申
請
時 

委任状・同意書 

〇 〇 〇 〇 〇 

   

委任状又は合意書が必要な場合は、次のと
おりとする。 
１ 申請者本人に代わり第三者が申請手続き

を代行する場合 委任状 
２ 新築において、建築主等が複数いる場合 

建築主等全員の合意書及び委任状 
３ 新築において、土地所有者と建築主等が

異なる場合 土地所有者全員の承諾書 
４ 除却において、土地所有者が建物を除却

する場合 建物所有者全員の合意書 
５ 除却において、土地所有者が建物を除却

する場合 土地所有者全員の合意書及び
委任状 

案内図 〇 〇 〇 〇 〇     

配置図 

〇 〇 〇 〇 〇    

１ 新築においては、以下の内容を記載す
る。 
ア 緑化の位置及び面積（算定式を含

む。）、樹種、本数 
イ 敷地が不燃化促進区域の内外にわた

る場合は、不燃化促進区域の境界線 
２ 除却においては、除却する建築物の面

積、附属する工作物の高さや幅等、見積書
の根拠がわかるもの 

平面図 〇 〇 〇 〇      

立面図 〇 〇 〇 〇      

断面図 〇 〇 〇 〇      

求積図 〇 〇 〇 〇 

    敷地面積及び各階床面積の算定根拠がわか
るもの。 

仕上表 〇 〇 〇 〇      

耐火・準耐火仕様 〇 〇 〇 〇      

協調化を証する書類   〇 〇      

登記簿謄本（土地） 〇 〇 〇 〇      

公図写し 〇 〇 〇 〇      

登記簿謄本（建物）    〇 〇    

登記簿謄本（建物）のほか、直近の固定資産
税都市計画税納税通知書及び固定資産税都
市計画税課税明細書の写しも可とする。 

除却工事見積書     〇     

現況写真 

（敷地・建物等） 
〇 〇 〇 〇 〇    

 

住民税の納税証明書、

非課税証明書又は 

法人納税証明書 

〇 〇 〇 〇 〇    

住民税の納税証明書等について、住民税を
滞納していない旨を確認する年度は、申請す
る日が属する前年度分とする。ただし、申請
する日が 4 月から 6 月までに属する場合、当
該日が属する年度の前々年度分とする。 

住民票      〇 〇 〇 

 

戸籍謄本      〇 〇 〇 

賃借契約又は動産移転契約を申請者以外の
2 親等以内の者が契約する場合 



添付書類 一
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大
都
市
一
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共
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・
協
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大
都
市
共
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除
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三
世
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動
産
移
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備考 

（
第
⒑
条
関
係
） 

工
事
着
手
時 

建築確認済証の写し 〇 〇 〇 〇     建築確認済証の写しには、第 1 面から第５面
までを含む。 

除却工事請負契約書     〇     

工程表 〇 〇 〇 〇 〇     

（
第
⒔
条
関
係
） 

工
事
完
了
・
交
付
申
請
時 

検査済証の写し 〇 〇 〇 〇      

登記簿謄本（建物） 〇 〇 〇 〇      

領収書     〇  〇 〇 
 

写真 

〇 〇 〇 〇 〇 〇 

  

新築完了時に提出する写真は、次の箇所を
撮影したものとする。 
  １ 外観写真（２方向） 
  ２ 内壁不燃材認定証貼り付け部分 
  ３ ガス漏れ感知器 
  ４ 窓ガラス飛散防止対策部分 
  ５ 緑化 
  ６ 三世代加算要件部分 

※ 公的機関より発行される証明書等は、６箇月以内に発行されたものとする。 


